
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 沖縄県 多良間村

経常収支比率の分析
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53.7経常収支比率（合計）
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多良間村

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

・人件費：類似団体平均を大幅に上回っている状況にあるが集中改革プランに基づき定年退職者の
不補充や事務事業の見直し等により類似団体平均に近づけるように努めたい。
・物件費：消耗品費や食料費を総務課で管理することにより類似団体平均を下回っている。今後も一
層経費節減を図っていく。
・扶助費：類似団体平均を下回っているが社会補償費等福祉費の増により年々増加している状況で
ある。
・公債費以外：類似団体平均を下回っている状況にあるが今後も一層経費節減を図っていく。
・公債費：類似団体平均を上回っているが今後も公債費適正化計画に基づき新規地方債の発行の
抑制や繰り上げ償還等により類似団体平均値に近づけるよう努めたい。
・補助費：農業関係補助金や各種団体への単独補助金を年々削減した結果類似団体平均を下回っ
ているが、今後も一層経費節減を図っていく。
・その他：類似団体平均を下回っているが平成１８年度は大幅に上昇した。今後は経費節減により歳
出の抑制に努める。


